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1 第四小 ○ ○ ○

2 第六小 ○ ○ ○ ○

3 江ノ口小 ○ ○ ○

4 江陽小 ○ ○ ○ ○

5 旭小 ○ ○ ○ ○

6 旭東小 ○ ○ ○ ○ ○

7 潮江小 ○ ○ ○

8 潮江東小 ○ ○ ○ ○ ○

9 小高坂小 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 昭和小 ○ ○ ○ ○

11 秦小 ○ ○ ○

12 初月小 ○ ○ ○

13 横浜小 ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 長浜小 ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 浦戸小 ○ ○ ○ ○

16 三里小 ○ ○ ○ ○ ○

17 五台山小 ○ ○ ○ ○

18 高須小 ○ ○ ○ ○ ○

19 布師田小 ○ ○ ○

20 一宮小 ○ ○ ○ ○ ○

21 久重小 ○ ○ ○ ○ ○

22 朝倉小 ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 鴨田小 ○ ○ ○ ○ ○

24 一ツ橋小 ○ ○ ○

25 介良小 ○ ○ ○ ○

26 大津小 ○ ○ ○ ○

27 朝倉第二小 ○ ○ ○ ○ ○ ○

28 潮江南小 ○ ○ ○

29 神田小 ○ ○ ○ ○

30 泉野小 ○ ○ ○ ○

31 一宮東小 ○ ○ ○ ○ ○

32 十津小 ○ ○ ○

33 横浜新町小 ○ ○ ○ ○ ○

34 介良潮見台小 ○ ○ ○

35 横内小 ○ ○ ○

36 鏡小 ○ ○ ○ ○ ○

37 春野東小 ○ ○ ○ ○ ○

38 春野西小 ○ ○ ○

39 はりまや橋小 ○ ○
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40 城北中 ○ ○ ○ ○ ○

41 城西中 ○ ○ ○ ○ ○

42 愛宕中 ○ ○ ○ ○ ○ ○

43 城東中 ○ ○ ○ ○ ○

44 潮江中 ○ ○ ○ ○

45 一宮中 ○ ○ ○ ● ○ ○

46 青柳中 ○ ○ ○ ○

47 朝倉中 ○ ○ ○ ○ ○ ○

48 三里中 ○ ○ ○ ○

49 南海中 ○ ○ ○ ● ○

50 西部中 ○ ○ ○ ○ ○

51 介良中 ○ ○ ○ ○

52 大津中 ○ ○ ○ ○ ○

53 旭中 ○ ● ○

54 横浜中 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

55 鏡中 ○ ○ ○ ○ ○

56 春野中 ○ ○ ○ ○

57 行川学園 ○ ○ ○ ○ ○

58 土佐山学舎 ○ ○ ○ ○ ○ ○
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中・義務　計

定期テスト後に授業実施。全校研究授業の中止。職員会の放課後実施。

定期考査を５回から４回へ変更。終業式の日に授業の実施。

家庭学習の徹底。帯タイムを２学期から実施するように検討中。

行事の内容を精選し，授業時数の確保。

小学校　計

単元ごとに教授内容の精選。

中間テストをやめ，単元テストの実施。

授業や行事の重点化。45分授業などの時間割編成の工夫。

期末テストを２日で実施。不定期に7時間授業の実施。

終業式の日に授業の実施。

夏休みの授業日の設定。（３年生のみ，１，２年生より３日増）

学校行事の実施内容と方法の検討。（運動会・音楽会等）

全校研（研究授業）の時，授業公開クラス以外も自習を行う。

４～６年生の委員会・クラブの時間を中止し，教科学習の時間にする。

行事の見直しによる授業時数の確保。

全校集会活動を教科学習に充て，全校授業研究は中止または短縮。

行事の精選による授業時数の確保。

参加日や行事は規模縮小。できる範囲で形を変えて実施。

行事の見直しと欠時の削減による授業時数の確保。

行事の日程変更（運動会を5月から11月へ）と内容の削減。

授業時数の確保と詰め込みにならないように教職員へ意識させる。

運動会，音楽会の中止。（参観日にクラス単位で成果発表）

学期末懇談会や終業式実施日の校時を変更し，授業時数を確保した。

モジュール形式による授業時数の確保。

懇談の時間等を授業にあてた。

水曜に6時間授業を設定。総合的な学習の時間を他教科の時間にあてる。

期末懇談や終業式の日に従来よりも授業時間を確保した。

放課後に希望する家庭と懇談会の実施。家庭訪問などの欠時の削減。

個人懇談期間や校内授業研等の校時の工夫。

全校研（研究授業）の時，授業公開クラス以外も自習を行う。

授業改善（カリキュラムマネジメント）

行事等は極力，精選して実施し，授業の事前準備や事後指導を充実させた。

カリキュラム・マネジメントの徹底と教育効果をいかに上げるかを考えさせた。

カリキュラム・マネジメントによる教育計画の見直し。行事・会議の精選。

「学びの保障」のための授業時数確保等について（一覧表）

高知市教育委員会学校教育課　　令和２年８月６日調査

質問

現状と今後の見通し 授業時数創出の方法

教育課程の実施状況
行事の精選等

取組期間短縮（実施なし含む）
授業時数
確保の工夫

その他の工夫

（記載については，要約している）

資料２
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高知市立学校の臨時休業期間と学校再開に向けた考え方 

 

１ 臨時休業期間の再延長 

令和２年５月７日（木）から５月 10 日（日）まで 

  ※５月 11 日（月）から５月 24 日（日）まで延長される場合も想定して準備します。 

２ 期間ごとの段階的な登校 

 

３ 臨時休業期間のカレンダー 

   5/7(木) 5/8(金) 5/9(土) 5/10(日) 

       

5/11(月) 5/12(火) 5/13(水) 5/14(木) 5/15(金) 5/16(土) 5/17(日) 

       

5/18(月) 5/19(火) 5/20(水) 5/21(木) 5/22(金) 5/23(土) 5/24(日) 

       

      ⑷５月 25 日（月）以降は５月 18 日（月）からの状況により決定する。 

期日 時間帯 登校希望者 
「児童の居場所」「希望者への給食」 

申込者 

⑴５月７日 

８日 

午前 登校日の設定が可 これまでと同様に実施 

午後 なし 

以下，臨時休業が５月 24 日まで延長される場合 

⑵５月 11日 

～15 日 

午前 補習学習等の実施 

 

給食 給食を取らず下校 喫食 

午後  下校または居場所へ移行 

児童クラブ 

⑶５月 18 日

～22日 

午前 補習学習等の実施 

 

給食 喫食 

午後 補習学習等または下校または児童クラブ 

⑷５月 25日 

以降 
５月 18 日（月）からの状況により決定 

臨時休業期間 

臨時休業期間延長 

臨時休業期間延長 

⑵希望者への補習学習等，午前中のみ，給食なし 
補習学習等終了後 

「児童の居場所」「希望者への給食」は実施 

⑶希望者への補習学習等，給食あり 
「児童の居場所」「希望者への給食」は 

登校した児童生徒と統合して実施 

⑴登校日の設定が可 

状状況が変化して補習学習等

を中止する場合は，学校教育

課ホームページで発信する。 

20 人以内を配慮し，教室を分けるなどの対応 

参加人数によらず運営 

令 和 ２ 年 ４ 月 3 0 日 
高知市新型インフルエンザ等  
対 策 本 部 員 会 議 資 料 
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高知市教育研究所

「不登校対策」

資料４ 令和２年度 第12回高知市総合教育会議
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現状（Research）

高知市（５．３％）と全国
値（３．６５％）の開きが大
きい

小学校の出現率が急
増Ｈ２９（０．５４％）
→Ｒ１（１．０６％）で
１．９６倍

中学校の出現率が減少Ｈ３０
（５．３％）→Ｒ１（５．１３％）

学校再開後の長期欠席者（10日以上欠席）の状況

長期の臨時休業明けに懸念されていた欠席
者は，昨年の６月に10日以上欠席した児童
生徒数よりも，少なかった。
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現状（Research）

学年別長期欠席者数（新規・継続別）
※Ｈ２９～Ｒ１の平均値で算出

小２（新規５８％），小３（同６０％），小４（同４８％），小
５（同５５％），小６（同５２％，中１・義７（同５９％）が新
たに30日以上長期欠席している。

30日以上欠
席している生
徒の７０％が
継続の状態と
いえる。

新たな不登校を抑制する取組

不登校状態の児童生
徒を支援する取組
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現状から見た成果と課題に基づく取組方針（Plan）

○長期休業明けは，学校において児童生徒の「心のケア」を図りながら，教育活動を工夫しながら行ったと考える。

○高知市では，平成17年度から校内に不登校支援担当者を配置させ，不登校児童生徒の支援を行っている。特に，中学校においては，定期的に
不登校支援委員会を設定し，組織的に取り組んでおり，全国値を上回っているが，出現率の減少につながったと考える。

○小学校においては，学級担任や不登校支援担当者を中心に個別対応してきたが，教員の世代交代等もあり，対応できないケースが増加してき
たと考え，小学校における組織的な体制整備が求められている。

○中学１年（義務教育学校７年）までは，新規者（前年度は30日以上欠席していない児童生徒）が半数程度あるいはそれ以上を占めていること
からも，登校の安定しない児童生徒に対しての，早期発見・早期対応の取組が求められている。

○不登校状態の児童生徒に対しては，進路保障を目指した自立に向けた支援の充実が求められている。

※ コロナ禍における臨時休業後の，児童生徒の「心のケア」への高知市の取組

新型コロナウイルス感染症により，長期に及んだ臨時休業後の学校再開時に，先生方が子どもの「心のケア」をベースにおいて，教育活
動に取り組めることができるよう，次のように，リーフレット「ラポール」を発行し，全ての教職員に配付しました。
第８号（５月７日発行）「新型コロナウイルス感染症と子どもへの対応～子どもと会う時に知っておいてほしいこと～」
第９号（５月26日発行）「学校再開後 １週間の子どもへの対応～担任と子どもをつなぐ黒板の活用～」
第10号（７月３日発行）「キープソーシャルディスタンスの中でもできるエンカウンター」
第11号（７月21日発行）「子どもと保護者 心がつながる学期末懇談～学期末懇談 ３つの極意～」

例年，５月から配置している「スクールソーシャルワーカー」を，４月から配置し，臨時休業中も，児童生徒や保護者への支援を行いまし
た。
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新たな不登校の抑制で成果が表れたＡ中学校の取組 ◎令和元年度教育支援センターで支援した中学３年生の進路の状況

【要因として考えられる効果的な取組】
・定期的な不登校支援委員会が行われ，SSW等を含め，参加者全
体が，柔らかな雰囲気の中で，シートを活用して，学年を越えて
確実に共有する組織的な取組や手立ての検証，決定が行われてい
る。
・エンカウンターを中心とした学級づくりに取り組んでおり，未
然防止につながっている。学級が落ち着き，生徒が安心して学校
生活を送ることができている。
・管理職が生徒の情報を詳しく把握することで，マネジメントを
行い，組織的な対応につながっている。

・４２名中，４１名が進学することができた。

【未定者の状況】
・本生徒は，当初は公立高等学校への進学を希望しており，
教育支援センターにおいて支援を行ったが，この春には，受
検をすることに至らなかった。
・現在は，保護者と就労に向けて準備している。

5



令和２年度 高知市の不登校対策の取組（Do)

〇各学校での魅力ある（不登校を生じさせない）学
校づくり
・未然防止に向けた開発的・予防的生徒指導の充実
・学級経営の充実（Q-Uアンケートやあったかアンケートの
活用）
・「主体的・対話的で深い学び」に向けた授業改善の推進

〇未然防止，早期発見・早期対応の取組
・校内支援委員会の効果的な運用
・学校配置ＳＣやＳＳＷ等を含めた「チーム学校」での取組
・不登校担当教員配置校への取組

〇不登校児童生徒の自立に向けた支援の充実
・教育支援センターの体制強化と機能の充実
・多様な学びの場の保障
・相談機能の強化（教育支援センター配置ＳＣの活用）

対
策
の
ポ
イ
ン
ト

教育支援センターへスクールカウンセラーを常
駐

学校に配置されているスクールカウンセラーとは別に，教育
支援センターに不登校児童生徒の社会的自立に向けた心理
的支援や，その保護者等や支援スタッフへの指導・助言を行う
ために，不登校児童生徒への造詣の深いスクールカウンセラー
を配置し，不登校に関する相談機能の充実を図るとともに，新
体制の強化を図った。

スクールソーシャルワーカーの派遣
17名のスクールソーシャルワーカーを中学校区を中心に派

遣し，児童生徒を取り巻く背景の課題に対して，家庭や学校，福
祉機関や医療機関等に働きかけて，子どもの環境の改善を図
る。
また，４月派遣を拡充し，切れ目のない支援ネットワークの構築
を図る。

不登校児童生徒の自立に向けた教育支援セン
ターの相談機能と支援体制の強化

センター長（新規），心理の専門家であるスクールカウンセ
ラー，経験豊富な専任教育相談員を配置し，教育相談機能の
充実を図り，保護者からの相談対応を充実させるとともに，受け
入れた不登校児童生徒一人一人の的確な見立てを行い，支援
員等に指導・助言を行うことで，児童生徒の状態やニーズに
合った，社会的自立を目指した支援を行う体制の強化を図る。
また，学校や教育委員会の各所課と連携し，高知市の不登校
対策の中核となって推進する。

市教委発行のハンドブック等の効果的な活用

「魅力ある学校づくり」の取組を支援するために，教育委員
会が，「今，学校に求められる生徒指導の『３つの力』」や，「学
級経営ハンドブック（小学校・中学校）」，「学びの羅針盤」を
作成，配付した。

学級集団や児童生徒の実態の把握

「楽しい学校生活を送るためのアンケートQ-U」や「あった
かアンケート」を活用して，学級集団や児童生徒等の様子を見
取り，人間関係づくりの活動や，状況によっては，早期に個に応
じた支援を行う。
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不登校担当教員配置校への取組

不登校担当教員（小学校４校，中学校６校に配置）を対象
とした年５回の研修会を実施。不登校対策アドバイザー，指導
主事等が配置校を訪問し，中学校では校内支援委員会へ参
加し，助言・支援を行ったり，小学校では管理職等と体制の構
築に向けて協議を行ったりして，学校における組織的な不登校
支援を推進する。

校内の不登校支援体制の充実

全ての学校に配置している不登校支援担当者をコーディ
ネーターとして，校内の不登校支援体制を充実させるよう，年３
回の研修会（ブリーフミーティングの普及）や中学校の校内支
援委員会へ不登校対策アドバイザーや指導主事等が参加し，
助言，支援を行う。

校内型適応指導教室研究実践モデル校の指定

モデル校に在籍する不登校生徒（別室対応や保健室対応の
生徒を含む）の学習活動の場を保障し，その教育課程等を調
査・研究を行い，効果を検証する。

不登校支援ハンドブックの作成への取組

学校に若年教員の占める割合が高くなり，学級経営や不登
校の子どもへの支援で苦慮している状況が多く見られている。
そのような中，不登校の予防・初期対応の重要性，不登校の状
態から自立を目指す支援など，幅広い内容を，専門家の意見
も踏まえ，ハンドブックにまとめ，全ての教職員に配付する。（令
和２年度発行予定）

全ての児童生徒 登校が安定しない児童生徒 不登校状態の児童生徒対象

不登校対策アドバイザーによる訪問支援

人権・こども支援課に配置している不登校対策アドバイザー
が定期的に学校を訪問し，管理職と学校の組織的な不登校対
策について協議し，指導・助言を行う。

重点的取組１

重点的取組２

6



人数：28名
資格：臨床心理士等

子どもの発言や反応，行動や，保護者
からの聞き取りなどをもとに，知的発達
や情緒発達など，心理学的視点からの
心の状態の見立てを行う。
また学校全体を支援するという視点か
らコミュニケーションの取り方やストレス
マネジメントに関する心理教育などを行
う。

人数：１７名
資格：社会福祉士

精神福祉士等

子どもが置かれた環境（家庭，学校，
地域や医療，福祉等）への働きかけや関
係機関とのネットワークの構築，連携・調
整，校内におけるチーム体制の構築，支
援を，福祉の専門家として行う。

スクールカウンセラー
（ＳＣ）

スクールソーシャルワーカー
（ＳＳＷ）

◆ 高知市立小・中・義務教育・特別支援学校に配置されている不登校支援に関する専門家

学校カウンセラー

人数：16名
資格：公認心理士等

子ども，保護者，教職員に対して，カウ
ンセリングや見立てを行う。
また専門性を生かしてコンサルテーショ
ン（専門家による助言，援助を含めた検
討）を行うこともある。

学校の要請に応じて，不登校支援委員会等へ参加している

◆ 高知市教育委員会に配置している不登校支援に関する専門家

人数：６名
資格：元学校長，元児童支援施設長

全ての小中義務教育学校を訪問し，管理職や教
職員からの聞き取り，校内巡回を通し，不登校や
生徒指導に関して心配される児童生徒の見立て
を行い，学級経営や個への適切な対応について
の指導・助言を行う。状況に応じ，心の教育アド
バイザーと情報共有等連携し支援につなげる。

人数：１名
資格：臨床心理士

発達障害等による集団への不適応や学校での
問題行動，また自傷行為など，生命にかかわる
事案等に対し，児童生徒，学校，保護者との面談，
見立てを通して，医療へのつなぎを含め，個に応
じた助言，支援などの即時対応を行う。

人数：１名
資格：臨床心理士

教育支援センターで，児童生徒や保護者の不
登校に関する教育相談を行うとともに，支援ス
タッフへの指導・助言を行う。
必要に応じて，訪問相談を行う。

不登校対策アドバイザー
（人権・こども支援課）

心の教育アドバイザー
（人権・こども支援課）

スクールカウンセラー
（教育研究所 教育支援センター）

7



重点的取組１ 校内の不登校支援体制の充実と不登校担当教員配置校への取組

【取組の内容】
①全ての学校に配置している不登校支援担当者がコーディネーターとして，校内の不登校支援体制を充実させることができるよう，年３回の
研修会（ブリーフミーティングの普及等）を開催するとともに，中学校（小学校においては配置校中心）の校内支援委員会へ不登校対策アド
バイザーや指導主事等が参加し，新規の不登校を抑制に向けて，助言，支援を行う。
②不登校担当教員（小学校４校，中学校６校に配置）を対象に年５回の連絡会を実施するとともに，不登校対策アドバイザー，指導主事等が
配置校を訪問し，新規の不登校の抑制に向けてはもとより，不登校状態の児童生徒に対して，支援ゼロの児童生徒を生まないよう，チーム学
校として組織的な支援体制の構築に向けた助言，支援を行う。

【達成すべきレベル】
①新規の不登校児童生徒数の出現率が12月末段階で，令和元年度の値（小学校等：0.55％，中学校等：1.77％）を下回っている。
②不登校担当教員配置校において，90日以上欠席不登校児童生徒のうち，支援ゼロ（学校内外で，相談・支援を受けていない状態）の児童生
徒をなくする。

不登校支援担当者（全校配置）

○不登校支援のコーディネーター的役割を果たし，学校での支援を推進する。

不登校担当教員（10校（小４校，中６校）配置）

効果的な取組の研究
及び高知市への発信

指導主事等（班長・センター長・不登校
対策アドバイザー含む）

教育支援センター

訪
問
支
援

支
援

【目的】登校の安定しない児童生徒を対象とした早期発見・早期対応の取組を充実させ，新規の不登校を抑制する。

平成17年度から高知市で独自に校内で担当を決めて配
置し，取り組んでいる。

本年度，県教委が，加配教員として，高知市の10校
に，不登校支援のための教員を配置し，リーダー的役
割の教員を学校長が指名している。

重点的取組（Do）
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重点的取組１における現時点の取組状況（成果）と見えてきた課題，今後の取組計画（Check＆Action）

【校内の不登校支援体制の充実（不登校支援担当者の取組）：全校への取組】
〈成果・課題〉

・４月に予定していた１回目の会は，コロナ禍により実施できなかったが，全校に資料を配付して不登校支援担当者の役割の周知を図った。
・中学校では，定期的に校内支援委員会を開催し，指導主事等（班長・センター長・不登校対策アドバイザー含む）が７月末現在で合計９２回参加
し，指導・助言を行うなど支援会の仕組みが整備されている。
・小学校では，校内支援委員会が定期的に開催できる体制整備が課題であるので，課題解決に向け，不登校担当教員配置校４校に重点的に訪問支援
を行った。
・８月の第２回研修会で「初期対応が変われば不登校支援が変わる」と題して，教育支援センター長が早期対応の具体について講話・演習を行うと
ともに，不登校担当教員10名による，１学期の初期対応についての取組の実践発表を，それぞれがプレゼンし，取組を拡げた。

〈今後の計画〉
・小中学校の不登校支援委員会等へ，不登校対策アドバイザーや指導主事等が参加し，指導・支援を行うとともに，配置校の取組を拡げていく。

【不登校担当教員連絡会の取組：配置校10校への取組】
〈成果・課題〉

・「月３日休んだ子ども」に着目し，早期発見の仕組みができた。
・７月末現在，市単独で不登校担当教員連絡会を２回実施し，併せて県のステップアップ研修に１回参加した。
・Ｓ中学校区の３校（中１校，小２校）の不登校担当教員を教育研究所研究員に委嘱し小中連携による不登校対策の研究に取り組んでいる。
・小学校４校には，指導主事等（班長・センター長・不登校対策アドバイザー含む）が，合計２１回訪問し， 「全体の支援を包括的に捉えて検討し
ていく組織的な会の実施」について，管理職と不登校担当教員に提案，助言を行い，校内支援委員会の体制整備について協議し，現時点で取り組み
始めており，今後はＰＤＣＡサイクルを回しながら定着を図っていく。

〈今後の計画〉
・８月以降，市単独研修を３回実施予定で，県のステップアップ研修にも参加し，取組の充実を図る。
・不登校状態の児童生徒への支援について，「支援ゼロ」をなくする取組について，研究し，効果的な
支援の充実を図る。

【高知市立中学校】

不登校支援委員会　参加回数　９２回

【高知市立小学校】

不登校支援委員会　参加回数　２３回

【高知市立中学校】

不登校担当教員配置校の不登校支援委員会
への参加回数　４８回

【高知市立小学校】

不登校担当教員配置校への訪問支
援回数　２１回

小学校においては，個別の支援会（不登校
状態の児童を対象）を行い，支援すること
が中心となり，早期発見・早期対応，未然
防止の取組を検討することができていな
かった。 9



重点的な取組２ 教育支援センター事業

【取組の内容】
○不登校支援の実践家であるセンター長，心理の専門家であるスクールカウンセラー，経験豊富な専任教育相談員を配置し，教育相談機能の充
実を図り，保護者からの不登校に関する相談対応を充実させるとともに，受け入れた不登校児童生徒一人ひとりの的確な見立てを行い，支援ス
タッフに指導・助言を行うことで，児童生徒の状態やニーズに合った社会的自立を目指した支援を行う体制の強化を図る。

【達成すべきレベル】
○教育支援センターで支援している中３・義９年生全員の進路を保障する。

支
援
体
制

小学部

卒業生支援
「あったか」

個別の教室
「空色教室」

学習支援

中学部

【全体通所支援】
曜日ごとのおおま
かなプログラムに
沿って，子どもの
実態に合わせて
集団で活動する

【個別支援】
小集団に入ることが難しいケースな
どで，子どもの ニーズに応じて支
援担当スタッフと１対１で 活動する
①個別通所支援
教育支援センターに通所して活

動する

②個別の教室での支援
「空色教室」に通所して活動する

➂訪問支援
家庭を訪問して活動する

【学習支援】
週２回
（月・木あるいは火・
金）
10:00～12:00
教育支援センターに通
所して，自分のペースで
学習活動することを通
して支援する

①教育相談機能の充実
・保護者の不登校に関する教
育相談に対応できる
・教育支援センターの児童生
徒等がいつでも相談できる
・支援担当スタッフが相談でき
る
②支援体制の強化
・心理の専門家の見立てによ
り適切な支援の方向性が定ま
る
・子どもの状態を把握でき，支
援担当スタッフにタイムリーで
的確な助言・相談ができる

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
が
常
駐

支
援
形
態
・内
容

【目的】不登校状態の児童生徒を対象として，自立に向けた支援を充実させ，進路の保障を行う。 重点的取組（Do）
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〈成果と課題〉
・教育支援センターで支援している人数は１４４名（うち新規受理者 33名）である。（昨年同月比 人数 ＋24名，新規受理者 －８名）
・７月に小学部，中学部において，コロナ禍においても「体験学習」を実施し，多くの参加があった。（小学部 ５名，中学部 12名）

・中学３年生に対しては，進路学習についてのカリキュラムを作成し，計画的に学習を進めている。
・個別で対応する必要のあるケースが年々増えてきている。個別支援を行うためには，支援を行う担当と場所を確保する必要があり，すでに７月
末でかなりの数になっており部屋の調整にも苦労している。
・不登校の背景に発達障害がある事例が多くなり，対人関係に不安を抱えているので，集団に入ることができるようになるまでに丁寧に二者関係
を育む個別の支援が必要かつ重要な支援となっている。
・７月末段階で，卒業生支援（あったか）で支援を行っている青年は２名である。教育支援センターにおいて，令和元年度に中学校を卒業した生
徒の中で進路未定者は１名であるが，過去５年間では，通算11名となっている。中学校卒業後の進路未定者のリサーチと卒業生支援へのつなぎが
十分できていない。

〈今後の計画〉
・教育支援センターに通所している中学３年生及び保護者対象に高校説明会を８月末に実施予定である。（現時点で生徒，保護者合わせて40名の
申し込みがある。）
・新学習指導要領で求められている子どもたちに育成すべき資質・能力を育むために，主体的・対話的で深い学びを実現することのできる活動を
計画する。（「子どもの言葉で問いを創る授業」の研究）
・保護者講演会（２学期予定）を，教育研究所の出発生でアーティストであり株式会社の代表を講師に計画している。
・ひきこもりの青年への支援を行っている関係機関との連携を図り，卒業生支援の充実させていく。

重点的取組２における現時点の取組状況（成果）と見えてきた課題，今後の取組計画（Check＆Action）

令和２年７月22日段階での支援状況（人数）

全体
個別
（空色）

学習 訪問 相談のみ 計

小学部 8 14 0 9 31

中学部 18
5１
（5）

6 11 25 111

卒業生
（あったか）

2 2

計 26 67 6 11 34 144

＊（空色）は「個別
の教室」で支援して
いる児童生徒の数

＊（あったか）は卒
業生支援の呼称
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高知市立学校のICT環境整備について

高知市教育委員会
教育環境支援課

～ ＧＩＧＡスクール構想の実現 ～

資料５－１



合計 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

令和２年度（補助金・令和元年度３月補正） 7,360 2,709 2,676 1,975

令和３年度（補助金） 3,884 1,968 1,916

令和４年度（補助金） 3,027 465 2,562

令和５年度（市単独） 7,136 2,522 2,531 2,083

合計 21,407

合計 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

令和２年度（補助金・令和元年度３月補正） 7,360 2,709 2,676 1,975

令和２年度（補助金・令和2年度５月補正） 6,911 465 2,562 1,968 1,916

令和２年度（臨時交付金・令和2年度７月補正） 7,136 2,522 2,531 2,083

合計 21,407 ＋ 教員用（学級数）969 台【７月臨時議会】 ＝ 22,376 台

端末

電子黒板 全普通教室に整備 〔小・中・義・特（小・中）〕

デジタル教科書 国・算・数・社・理・英・書（小・中・義）

「ＧＩＧＡスクール構想の実現」等 ＩＣＴ環境整備の状況

令和２年度中に，
ＩＣＴ機器の整備が

全て完了
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高知市立学校のＩＣＴ環境整備等一覧

◆　ICT機器等の整備

整備内容
令和元年度までの

整備数等

令和２年度

整備数等
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 Ｒ3年度 R4年度 R5年度

ネットワーク整備（10Gbps）

【小・中・義・特・高】

100Mbps～１Gbps

60校

　　　　有線LAN基本

10Gbps

60校

無線LAN100％

タブレット収納庫

【小・中・義・特(小・中)】
－

59校

約770台

－ 14,271台

－ 8,105台

電子黒板

【小・中・義・特(小・中)】

59校

350台

59校

418台

デジタル教科書(指導者用)

【小・中・義】
－

58校

総ライセンス数980

◆　ICTの活用推進について

（関連事業）

土佐山・鏡地域

　ブロードバンド整備

高知市立学校ＩＣＴ活用推進協議会

コンピュータ室　PC2,843台
（国水準による整備率約40％）

2,843台/7,136台≒40%

タブレット端末

【小・中・義・特(小・中)】

教育環境支援課

令和元年度 当初計画（令和２年度～令和５年度）

現地調査

設 置

整備工事

モデル校整備工事

端末配置指名競争入札 ８月臨時議会承認後本契約

運 用

設 置

中学校・特別支援学校

（神田小・潮江中）

運 用

指名競争入札 端末配置

運 用

児童生徒用7,136台＋教員用969台

国・算・数・社・理・英・書

臨時交付金・令和2年度7月補正

補助金・令和元年度３月補正

補助金・令和2年度５月補正

資料５ー２

９月議会承認後本契約

Ｒ２年度

中２・中３

3,884台 小３・小４

3,027台 小１・小２

7,136台

小５・小６・中１

7,360台
国補助

国補助

国補助

市 単

令和２年度に前倒し

国水準＝３クラスに１クラス分

児童生徒一人１台

端 末 整 備 完 了

協議会① 協議会② 協議会③ 協議会④ 協議会⑤

運 用

運 用

設 置

小学校・義務教育学校

整備済

Topic１ ICT機器 令和２年度整備完了

Topic2 「高知市立学校ＩＣＴ活用推進協議会」の設置

産学官連携でICT機器等の活用による，家庭学習も含めた新たな学びのスタイルを推進

高度情報通信環境整備促進事業

サービス

提供開始

（予定）

事業実施候補者選定 民間事業者による整備事業

（予定）



高知市立学校におけるICTの活用について

高知市教育委員会
教育環境支援課

資料６

～ ＧＩＧＡスクール構想の実現 ～



電 子 黒 板

デ ジ タ ル 教 科 書

児 童 生 徒 用 端 末

高知市立学校におけるＩＣＴ機器整備
ＩＣＴ=Information and Communication Technology

プ ロ ジ ェ ク タ

デ ジ タ ル カ メ ラ

PC（コンピュータ室）

児 童 生 徒 用 端 末

１



【体験】
体験したことを使って【表現】

発表・紹介

【協働】
動きを考え
みんなで考え

プログラミング教育での活用

遠隔（異文化理解）での活用

【実験】
自らの眼で

【思考・表現】
まとめ・考察して

【協働】
共有・考察
みんなで考え

【出会い】
異文化との新たな出会い

【ふれあい】
自分達のことを伝え

【交流】
会話をし，伝え

【知識】
プログラミングソフトを
使って再表現して

教科での活用

中・理科

小・算数 小・体育

【相互理解】
異文化を理解 ２



「ＧＩＧＡスクール構想の実現」による新たな学びのスタイル

児童生徒１人１台端末 高速大容量の通信ネットワーク整備

これまでの教育実践と最先端のICTのベストミックスを図り，
教師・児童生徒の力を最大限に引き出す

多様な子供たち一人一人に個別最適化され，
資質・能力が一層確実に育成できる教育ICT環境の実現

ＧＩＧＡ=Global and Innovation Gateway for All

３



☑調べ学習 課題や目的に応じて、インターネット等を用い、記事や動画等の様々な情報を主体的に収集・整理・分析
☑表現・制作 推敲しながらの長文の作成や、写真・音声・動画等を用いた多様な資料・作品の制作
☑遠隔教育 大学・海外・専門家との連携、過疎地・離島の子供たちが多様な考えに触れる機会、入院中の子供と教室をつないだ学び
☑情報モラル教育 実際に真贋様々な情報を活用する各場面（収集・発信など）における学習

 １人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援を必要とする子供を含め，多様な子供たち一人一人に個別
最適化され，資質・能力が一層確実に育成できる教育ICT環境を実現する

 これまでの我が国の教育実践と最先端のICTのベストミックスを図り、教師・児童生徒の力を最大限に引き出す
GIGAスクール

構想

「１人１台端末」の環境
一
斉
学
習

、•教師が電子黒板等を用いて説明し
子供たちの興味関心意欲を高める
ことはできる

、* 子供たち一人一人の反応を踏まえたきめ細かな指導等
双方向型の授業展開が可能に

個
別
学
習

• 全員が同時に同じ内容を学習する
（一人一人の理解度等に応じた
学びは困難）

• 各人が同時に別々の内容を学習できる
• 各人の学習履歴が自動的に記録される
* 一人一人の教育的ニーズ・理解度に応じた個別学習
や個に応じた指導が可能に

協
働
学
習

、

• グループ発表ならば可能だが、
自分独自の意見は発信しにくい

（積極的な子はいつも発表するが
控えめな子は「お客さん」に）

きる
• 一人一人が記事や動画等を集め、独自の視点で情報を編集できる
• 各自の考えを即時に共有し、共同編集がで
* 全ての子供が情報の編集を経験しつつ、 多
様な意見にも即時に触れられる

これまでの教育実践の蓄積 × ICT ＝ 学習活動の一層充実
主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善

学びの ・教師は授業中でも一人一人の反応を把握できる
深化

学びの
転換

「１人１台端末」の活用によって充実する学習の例

「1人１台端末・高速通信環境」がもたらす学びの変容イメージ

「１人１台端末」ではない環境

４



学校での使用頻度︓ほかの生徒と共同作業をするために，コンピュータを使う

OECD/PISA 2018年 ICT活用調査

全くかほとんどない

５



日本の子供達は、学習にICTを活用していない

出典 OECD生徒の学習到達度調査（PISA2018）「ICT活用調査」

学 習 学習以外

６



新学習指導要領の情報教育・ＩＣＴ活用教育関係ポイント

小・中・高等学校共通のポイント（総則及び教科等）

小・中・高等学校共通のポイント（総則）

小学校：2020年度全面実施、中学校：2021年度全面実施、
高等学校：2022年度から年次進行で実施

 情報活用能力を、言語能力と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置付け
 学校のＩＣＴ環境整備とＩＣＴを活用した学習活動の充実を明記

 小学校プログラミング教育の必修化を含め、小・中・高等学校を通じて
プログラミング教育を充実
 小学校：文字入力など基本的な操作を習得、新たにプログラミング的思考を育成

 中学校：技術・家庭科（技術分野）においてプログラミングに関する内容を充実

 高等学校：情報科において共通必履修科目「情報Ⅰ」を新設し、全ての生徒がプログラミン

グ のほか、ネットワーク（情報セキュリティを含む）やデータベースの基礎等について学習

７



高知市立学校ＩＣＴ活用推進協議会
高知市立学校の教育活動において，ＩＣＴ機器等の活用による，家庭学習も含めた
新たな学びのスタイルを推進する

目的

○情報化による授業改善の事例提供
・デジタル教科書活用事例 ・プログラミング教育事例
・特別支援教育における活用事例

○学校のＩＣＴ環境整備に関する協議
・授業改善を効果的に支援するＩＣＴ環境について

○ＩＣＴ活用指導力の育成に関する協議
・指導力向上のための研修

電 子 黒 板

デ ジ タ ル 教 科 書

児 童 生 徒 用 端 末

Ｉ Ｃ Ｔ 機 器
 学習指導要領に沿った教育活動の推進

• 情報活用能力の「学習の基盤となる資質・能力」に位置付け
• 小・中・高等学校を通じてプログラミング教育

 ICTを活用した効果的な教育活動の実践
• 児童生徒の興味・関心を高めるためのICT活用
• 児童生徒一人一人に課題を明確につかませるためのICT活用
• わかりやすく説明したり，児童生徒の思考や理解を深めたりするためのICT活用
• 学習内容をまとめる際に児童生徒の知識の定着を図るためのICT活用

 ICTの活用による特別なニーズに応じた教育活動や支援の実践
• 特別支援教育における効果的なＩＣＴ活用
• 不登校及び特別に支援を必要とする児童生徒への効果的なＩＣＴ活用

高知市立学校ＩＣＴ活用推進協議会

ＧＩＧＡスクール構想の実現

◆ Google
◆ Microsoft
◆ Panasonic ◆ ELMO
◆ 東京書籍 etc…

◆ 佐藤幸江（城西大学 他）
◆ 中川一史（放送大学）
◆ 高知高専

民 間 企 業 学 識 経 験 者
◆ 教育環境支援課
◆ 学校教育課
◆ 教育研究所

教 育 委 員 会

産学官連携

教育環境支援課

８
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